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１  開催日時及び場所  

 日   時：令和元年５月１０日（金） 

      午後３時００分から午後５時００分まで 

 場   所：流山市上下水道局３階 中会議室  

 

２  出席した委員及び職員  

（１）審議会委員  

 横内  憲久  （学識経験者）      ・・・会長  

 山中  新太郎（学識経験者）      ・・・副会長  

 海老原  広幸（広告物業を営む者）  

 野上  貴広  （関係行政機関の職員）  

 田中  庸子  （市民等）  

 坂  仁美   （市民等）  

 間宮  瑞代  （市民等）   

 

（２）職員  

都市計画部部長 武田 淳  

都市計画部次長 兼都市計画課長  長橋 祐之  
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都市計画課課長補佐  駒木根  勝  

都市計画課都市景観係長 桃野 崇弘  

都市計画課職員  向山 浩史  

都市計画課職員  西山 直勝  

 

３  諮問した案件（１件） 

 流山市広告物条例第１４条第１項における特例の許可に関する方針に

ついて（特例の許可の評価項目）  

 

４  傍聴者  

 ０名  

 

５  議事の概要 

【概要】  

議案の内容について、事務局より説明を行う。  

 議案の趣旨について  

流山市広告物条例（以下「市条例」という。）第１４条第１項に「特例

の許可」についての規定がある。この規定の趣旨は、通常の許可基準に

は適合しない屋外広告物等であっても、市長は、良好な景観の形成又は

風致の向上に資し、かつ、公衆に対する危害を及ぼすおそれのない屋外

広告物等で、特にやむを得ないと認めるものについては、広告物審議会

の議を経て特例的に許可することができるというものである。そこで、

広告物審議会において御審議頂く際の方針として、評価項目を定めたい

と考えているので、本日御審議いただきたい。 

 なお、評価項目については、今後流山市のホームページで公開する予

定である。 

 評価項目について   

評価項目の説明に入る前に、特例の許可に該当すると想定する物件の

市内の事例について、  

１つ目の事例は、おおたかの森駅前の大規模商業施設（以下、「商業施

設Ａ）という。）である。 

商業施設Ａは、流山市景観計画（以下、「景観計画」という。）策定前
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の平成１９年３月（２００７年）に開業しており、開業当時からおおた

かの森駅周辺地域のシンボル的な建物となっている。駅前広場の賑わい

の創出や魅力向上に資するものであるが、屋上広告物を設置することが

できない第３種規制地域にあり、特例の許可を受けなければ、現状の屋

上広告物を表示できなくなる状況にある。 

２つ目の事例は、流鉄平和台駅前から流山本町までの間に広がる商業

地域に隣接する、大規模家電量販店（以下、「家電量販店Ａ」という。）

である。 

家電量販店Ａは、平成２２年に開業したが、平成２３年の景観計画の

変更で、流山本町が景観重点区域となり、景観上の規制が厳しくなった

地域にある。 

流山街道を挟んで、敷地の東側は第５種規制地域で、平和台駅に向か

って大規模な商業施設が建ち並んでいる。また、敷地の北西側には流山

本町が広がり、歴史的な寺社仏閣等に配慮して建物や屋外広告物の色を

抑えている。 

ただし、店舗が第４種規制地域にあり、屋上広告物が設置できないこ

とと、独立広告物の高さが基準値の７ｍを超えている状況にある。 

 

 次に、特例許可の評価項目について、 

特例の許可とするか否かは、良好な景観の形成や風致の向上に資し、

かつ、公衆に対する危害を及ぼすおそれがない屋外広告物等で、特にや

むを得ないかどうかを確認して行う。 

特にやむを得ないとする判断の根拠として、次の７項目を設定しよう

と考えている。 

 まず１つ目の評価項目は、「公益性・社会貢献」で、 

 これは、特例の許可を受けようとする屋外広告物が、地域住民にとっ

て、または地域の利便性のために特に必要なものであるかどうかを評価

するものである。 

 「公益性」に該当する例としては、エリアマネジメント広告物 1のよう

                         
1 まちづくりの担い手 が、景観向上のため のルールに基づき、 公道上又は民有地の

屋外広告物を企業に 販売し、得られた広 告収入をエリアマネ ジメント（地域課題 解

決や地域価値向上） の財源に充てる事業 を目的とし て設置す る広告物。  
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に、屋外広告物等を表示・設置することで得られる収益金を、その地域

のまちづくりのために、自家用広告物ではない屋外広告物等を表示・設

置するケースが考えられる。 

 「社会貢献」に該当する例としては、主要施設やバス路線の案内、緊

急時の情報発信を目的としたデジタルサイネージを設置するような場合

が想定される。 

 ２つ目の評価項目は、「まちのイメージアップ・活性化」で、 

 これは、観光や経済の観点から、まちの魅力向上や賑わいの創出に資

するものであるかどうかを評価するものである。 

 一例として、商業施設Ａの屋上広告物がこれに該当すると考えている。

この屋上広告物が位置するおおたかの森駅の駅前広場は、各種イベント

が行われるだけでなく、普段から近隣住民の憩いの場となっている。そ

の中で商業施設Ａの屋上広告物は、都市広場のシンボルとなっており、

おおたかの森駅前の賑わいの創出やイメージアップに寄与しているもの

と考えられる。 

 ３つ目の評価項目は、「屋外広告物等の意匠に関する工夫」で、  

 これは、色彩やレイアウト及び大きさ等、屋外広告物等の意匠に関す

る工夫がなされているかどうかを評価するものである。 

 例えば、家電量販店Ａの一般的なコーポレートカラーは、赤い地色に

白い文字であるが、周辺の流山本町の景観に配慮し、地色と文字の色を

反転させている。 

 この他にも、景観に配慮した良好な屋外広告物等の色彩やレイアウト

及び大きさ等の意匠に関する工夫が、想定される。  

 ４つ目の評価項目は、「周辺の環境に対する影響と配慮」で、  

 これは、周辺の景観のみならず、日照や通風等の環境に対する影響を

考慮し、調和や保全等の配慮や工夫がなされているかどうかを評価する

ものである。 

 例えば、商業施設Ａでは、屋上広告物の板面がルーバーとなっており、

板状のものと比べて、採光や通風、圧迫感の軽減という点で、周辺環境

に対して配慮されている事例と考えている。 

 ５つ目の評価項目は「眺望景観に対する影響と配慮」で、  

 これは、周辺の主要な視点場からの眺望における影響を考慮し、調和
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や保全等の配慮や工夫がなされているかどうかを評価するものである。 

 例えば、家電量販店Ａは、流山街道を挟んで規制区域の種類が変わる

部分に立地している。隣接する商業施設の屋上広告物や後ろの赤城神社

の森よりも高さが抑えられており、眺望景観に配慮しているものと考え

ている。 

 ６つ目の評価項目は「屋外広告物等の安全性の確保」で、  

 これは、屋外広告物等が、公衆に対する危害を及ぼすおそれがない構

造や取り付け方法となっているか、また、定期的に点検を行い、適正な

維持管理がなされているかどうかを評価するものである。 

 新設の場合は構造図を、増設や更新の場合は維持管理状況を確認する

こととなる。 

 ７つ目の評価項目は「道路交通への影響と対応」で、  

 これは、道路上や、道路標識に近くに表示し、又は設置する場合等、

交通安全上支障がないかについて、警察及び道路管理者と協議されてい

るかどうかを評価するものである。 

 事業者には、所轄警察署や道路管理者と協議していただき、記録を残

してもらうことを想定している。具体的な協議事項として想定されるの

は、道路標識等の視認を妨げないか、道路の見通しや交通の妨げになら

ないかなどである。 

 ６つ目及び７つ目の評価項目については、特例ではない通常の許可を

する場合であっても確認を行うところだが、特例の許可であっても当然

審査をする、という確認の意味を込めて項目に加えている。 

 許可の特例の手続の流れについて  

 手続きは大きく４つのステップを想定している。 

 １つ目は、特例許可の申請で、  

 申請の方法については、市条例で義務付けている事前協議を行ったう

えで、通常の許可申請と同様に市条例第１１条に基づき申請する。特例

の許可を用いるかどうかについては、事前協議の段階で事業者とすり合

わせを行い決定することとなると考えている。 

 ２つ目は、特例の許可の審査で、  

 まず、通常の許可基準に合致しているかを確認した上で、特例の許可

を受ける部分が、評価項目に基づき、特にやむを得ないと認められるか、
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総合的に判断し審査することとなると考えている。 

 ３つ目は、広告物審議会への付議で、  

 許可相当と判断した事案を、広告物審議会に付議し、委員の皆様に御

審議、答申をいただく。 

 ４つ目は、特例の許可及び許可書の交付で、 

 審議会の答申を得たうえで、許可をし、許可書を交付する。 

 広告物審議会で特例の許可に対する意見や条件が上がった場合は、許

可書にその条件等を付記し、審議会の意見等を反映する。 

 

【質疑応答】  

間宮委員  

 市条例において既存不適格となる広告物については、市条例の基準に

適合するかたちで申請を改めて出してもらうのか。あるいは、既存不適

格と思われる広告物を市がチェックして、その広告物を設置した事業者

に対して、指導や助言をするのか。  

都市計画課長 長橋  

 許可を得ている広告物については、３年ごとに更新手続きが必要であ

り、その際に許可基準に適合しているかどうかを確認する。市条例にお

いて３年間の経過措置期間が設けられていることから、その期間内に更

新を行った広告物については、許可基準に適合していなくても一度は認

めることとなっている。ただし、そもそも許可を取っていないものは経

過措置の対象外である。  

 今回、特例の許可について議論をしているのは、例えば、今後、商業

施設Ａの許可の更新申請を受けた場合、屋上広告物が設置できない規制

地域であるからといって、撤去するかが問題であるからである。社会通

念から見て、あるいは公益性、駅から見たシンボル性から判断して、継

続して設置して頂いていいのではないか。  

間宮委員  

 市が先回りをして、事業者に対して特例の許可を与えるということは

あるのか。 

都市計画課  

 ない。事業者から特例の許可の申請があがってきてはじめて、特例の
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許可を認めるかどうか、審議するに値するかどうかを判断こととなる。 

横内会長  

 市は許可を取っていない広告物を摘発するのか。  

都市計画課  

 許可を得ていない広告物の中にも、適用除外により許可を取る必要が

ないものもあるので、違反かどうかは慎重に確認する必要がある。許可

が必要であるにも関わらず許可を取っていないものについては、事業者

に対し指導、勧告、助言又は命令を行っていくこととなる。また、違反

広告物の把握のため、年に何回かはパトロールを行っていく。  

都市計画部長 武田  

 市条例の施行から３年経過すると、千葉県屋外広告物条例（以下、「県

条例」という。）の許可を得て設置している全ての屋外広告物の許可の更

新が終わる。そうすると、申請を出しているところと出していないとこ

ろがわかる。 

都市計画課長 長橋  

 県条例の許可を得ている屋外広告物の情報については台帳にまとめ、

把握している。  

 また、市条例では、条例の規定を遵守する責務は、広告業者だけでは

なく、広告主にもあるので、広告主に対しても働きかけていく。  

野上委員  

 ７項目の評価項目は事業者に対して示されるという認識でよいか。 

都市計画課  

 はい。本審議会の議を経て、部内決裁のうえ、市のホームページ等で

公開する予定である。 

野上委員  

 行政手続法の中で、審査に不服がある場合は、不服申し立てができる

ということか。  

都市計画課  

 はい、その通りである。  

都市計画課長 長橋  

 市条例に適合するよう是正しなければならない既存不適格の屋外広告

物に対しては、その費用の一部を補助することも検討中である。 
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坂委員  

 事務局の説明にあった家電量販店Ａの屋上広告物の色は、許可基準に

適合しているのか。  

都市計画課長 長橋  

 家電量販店Ａの他市の店舗は、下地の色が赤色で、文字が白色と黄色

となっており、これでは市条例の色彩基準に適合しない。 

 しかし、当該店舗では、下地の色と文字の色を反転したことで、色彩

基準を満たしている。また、店舗周辺にある鎮守の森である赤城神社よ

りも屋上広告物の高さを抑えており、景観に配慮されている。 

間宮委員  

 特例の許可を受けた広告物を大きくする、あるいは、新たに広告物を

増設したいと相談があった場合は、どのように対応するのか。  

都市計画課長 長橋  

 そのような相談があった場合は、広告物審議会に図り、設置を認めて

よいかどうかを議論していくこととなる。 

山中副会長  

 基本的には、一度特例を出すと、前例ができると考えなければならな

い。 

都市計画課長 長橋  

 特例で認めたものと同じ立地で同じような屋外広告物の許可の申請を

された場合、特例を認めることとなる。認められないならば根拠を事業

者に示さなければならないと考える。 

野上委員  

 特例の許可の方針を作成するにあたり、何か元になるモデルがあるの

か。市の完全なオリジナルなのか。  

都市計画課  

 仙台市を参考としながら、市内の事例を踏まえながら評価項目を検討

した。 

田中委員  

 複合商業施設Ａは、まちにいいイメージを与える事例ということで特

例の許可が認められるのではないかという話は納得できるが、家電量販

店Ａについては、屋上広告物が設置できない地域でありながら、広告物
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の色を企業努力により抑えたということで、特例の許可に値するという

のは、どちらかというと仕方なく特例を認める印象を受ける。そのあた

りは、どのように考えているのか。  

都市計画課  

 家電量販店Ａのケースでは、店舗が位置する用途地域を考えると、本

来第５種規制地域という最も規制が緩やかな地域に位置するところだが、

家電量販店Ａの開店後に、景観計画重点区域の流山本町区域が設定され

たことで、第４種規制地域の規制を受けるという特殊なケースにあたる。 

田中委員  

 規制が緩い地域の境目にあるという、広告物の立地上の特殊性が理由

ということですね。 

山中副会長  

 沿道景観としての妥当性を加味するという旨の表記を、評価項目の４

つ目か５つ目に加えた方がよいのではないか。例えば、家電量販店Ａが

特例として認められるのは、沿道に立地しているからであって、これが

流山おおたかの森駅の駅前にあっては、景観にそぐわないということが

あるからである。  

都市計画課長 長橋  

 様々な視点場から屋外広告物を見た時、道路沿道の土地利用からする

とやむを得ず特例の許可を認めるということは考えられる。家電量販店

Ａについては、まだ特例として認めると言っているわけではなく、あく

まで評価項目について議論するための事例として挙げている。 

山中副会長  

 沿道に設置する広告物で、認知できる大きさと、歩行者の滞留空間に

おける適切な大きさは違う。  

海老原委員  

 広告物の大きさを決める際に、設計者は広告物を引きで見たり近づい

て見て、最も適切な大きさを設定する。それが、単純に基準に合わない

からといって小さくされてしまうと、かえって駐車場の看板が見えなく

なり、事故のもとになる可能性も考えられる。 

山中副会長  

 「屋外広告物等の意匠に関する工夫」という項目の末尾を、「配慮・工
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夫」に変えてはどうか。  

 また、特例の許可の評価項目についての書き方をこの場で決めなくて

よいのか。 

都市計画課  

 様式として決めてしまうとそれだけを守れば特例の許可を受けられる

と事業者にとらえられることが問題となる。そのため、事業者において

提案していただくこととしたい。  

 審議について                          

横内会長  

 それでは意見も出尽くしたようですので、審議会として、第１号議案

に対しての答申をまとめたいと思います。「原案に賛成」と答申したい

と思いますが、賛成の方は挙手をお願いします。  

 

 （全員挙手）  

 

 挙手全員ということで、市長に答申させていただく。  

 

山中副会長  

 評価項目の文章表現については、多少修正が必要と思われる。これつ

いては、会長と事務局に一任したい。 

 

都市計画課課長補佐  駒木根  

以上をもって、令和元年第１回広告物審議会を終了する。  

―以上―  


